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1922牛のプロイセ y バイ ι ノレン協定に基づき，当面の課題としては直接税の
返還要求を留保してきたがJ 第三次租税緊急令において所得・法人税の9096が
8) Vgl.， Menges， a.a. 0.， S.307. 
9) 1920年7月から1927年6月までの1 カー ルj レルヒ z ンフ Z ルト，グニー リング，ヘルト内閣
を通じ，バイエルン蔵相を勤めた。 BVP穏健派。


















10) "Zur Reyision der Weimar Reichsverfassung. Denkschrift cler Bayerischen Staatsreg 
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11) Ebenda， S.32 
12) 1921年における相次ぐライヒ要人の暗殺や右翼の台頭に対Lて，ライヒはライヒ内柑に出版





ン師団が戒厳令を拒否したゐこのような騒ぎに乗じて，ヒトラ の「ミ斗ンヘンー 主要J (ll月9
日〕が起こったのであった。
13) なお，バイエルンは1926年にも意見書を提出した("Denkschrift der Bayerischen Staatsre 
gierung uber die fort1auf.ende Aushohlung der Eigenstaatlichkeit der Lander unter der 
Weimar Verfassung" vom Janur 1926. in; Meng目 ，a. a 口，s. .'17-42)。 これほ， 基本的
には1924年の意見書の方針に沿うものであったが，税務行政権の返還がなされない場合はl ライ
ヒは少なくとも名邦の財源調達を合法的にi'i'障すること， とL、う留保条件を付した点で， 1924ノ
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15) Hansrneyer (Hrsg.). Kommunale F問 anzpollit必叩 derWeimarer Republik， Stuttgart， 1973. 
S. 125 
ワイマ ル期財政調整と邦財政商権(下) (131) 49 
表2 ライヒ・邦・市町村聞の経費分担 (広〕
l 1913/4年 17":悶/6年 1926/7年
ライヒ|邦 |市町村ライヒ|邦 |而町村ライヒ|邦 |市町村
般 行 政 7.7 38.0 52.2 12.2 28.4 57.7 14.3 29.0 55.0 
軍 事 100.0 100.0 100.0 
警 察 42.3 50.5 26.9 40.6 28.0 29.4 36.8 29.7 
"i 法 1.0 94.9 1.2 94.0 1.1 94.0 
学 校 0.1 30.3 66.2 0.2 48.2 48.2 0.3 46.6 49.6 
埠' 櫛・文 化 1.2 72.6 23.6 4.4 68.7 24.0 4.0 67.8 25.3 
社 会 干偏 祉 8.8 10.8 73.6 15.1 9.2 70.6 14.3 9.6 70.8 
失 業 対 策 0.8 11.2 87.2 33.3 33.4 30，9 40.1 25，8 33，1 
住 宅 10.8 10.9 63，4 2，0 26.3 66.0 11.1 20，1 64，4 
産 業 振 興 3，6 54.9 40.0 10.5 64.2 24.0 31.8 44，0 23.0 
受 通 6.4 20，4 62.7 16.3 12.9 62，9 15，8 13.1 64，0 
公 共 施 設 95.0 95.1 94，3 
税 務 行 政 31.4 39，8 25.9 68，3 8，8 21.9 68，3 7.8 22.7 
公 債 費 45.7 33，1 10，5 57.4 13，3 25，5 70，5 9，6 16.1 
植 民 100.0 
国 内 戦 費 100，0 100.0 100.0 
)(j' 外 W， 費 100.0 100.0 
そ の 他 0，0 64，4 13，6 84.4 8，1 一!日8.5
合 計同平副詞 3681 23，31一戸FEヱA
〈資料>Die deutsche Finanzwirtschaft vor und nach dem Kriege， Einzelschriften zur 
Statistik des Deutschen Reiches， Nr. 14. Berlin. 1930， S.102-103，より作成。
みよう。表2はライヒ・邦・市町村閉経費分担の戦前・戦後の変化を示したも
のであるが，以下のような盆化が見て取れるo まずヲイヒにおいては，一般行































































































































衰 4 ライヒ・邦・市町村問の税源配分 C%) 
ラ井出村山手tl主?昨
日:;lily;;4ijl:jilij
売上・資産流通税 152.51 25.31 19.3: 65.0 
交通説 196.71 0.0 1 3.31 83引 5.21 11.21 75.0 1 7.2 i 17.3 
消費税 184.01 7.71 8.01 82引 2.51 14.0 I 85.11 2.41 12.1 
関税I100.0 I 0.0 1 0.0 I 100.01 口01 0.0 I 10C川 0.01 0.0 
-7二王日訂2o:4f'i 3f正副3ï~司司豆
く注〉 ハンザ都市を除いた比率@特別収入勾よび分類不能な彊目を除く。
〈資料>Die deutsche Finanz也irtschaftvor und nach dem Kriege， Einzelschriften ZUT 















18) エ リッヒ アイク，教仁郷繁訳『ワイマル共和国史 1~ べりかん社， 19白年， 125-126へー
ン。

























19) Die Ausgabe開 dEinnahmen der offentlichen VeT'Itαltung im Deutschen Reich， Ein 




















































100.0 l m拙|肌oI 明 1訂 I 100.0 I 
く注〉 実額の単位は1913/ノ14:T"-度が lOOQM，1925/26年以降はlOOORM。
〈資料) Die Ausgabe und Ei開 ahmenderδ;ffentlicheπVerwaltung im Deutschen Reich. 























人 件 費 86，733 31.{l 
物 件 費 94，097 33.7 
経済的・社会的補助 15，499 5.5 
目的組合補助 1，160 0.4 
公債及び利子 35，578 12.7 
投資的経費 44，307 15.8 



























20) Bayerische Stadtebund Oberburgermeister Knorr， Fursogelasten und Finanzausgleich， 




えよう。 Vgl.， Otto Most， ZUT Finanz-und Steuerreform， Jena， 1930， George Schanz. Die 
Verwaltungskostenabgabe in Bayern. Finanzωrchiv Jg. 4:;， 1928， 725-729 
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表 7 バイエルン市町村財政補給需要の補填状況
年度|所得税|地租 1 営業税|家賃税|売上税 1(固有税*分与税)1
1913/ 72，445 I . 46，638 18，434 155，028 
14 39.3 25.3 10.0 84.1 
1925/ 83，口84 45.968 38.137 20.771 24.517 151，866 113，389 
26 24.4 13.5 11.2 6.1 7.2 44.6 33.3 
1926/ 69，894 58，076 32，414 23，973 9，454 159，708 84.750 
21 20.7 17.2 9.6 7.1 2.8 47.3 25.1 
三二戸!税収計 l事業収入|収支~.-& ，j 
1913/ 155.028 27，466 -1，843 184，338 
14 84.1 14.9 -1.0 100.0 
1925/ 265，255 12，904 32，348 340，507 
26 77.9 12.6 -9旦 100.0 
1926/ 244，459 70.569 1-2叶問。
27 72.4 20.9 I -6.7 I 100.0 






く資料>Die deutsche Finanzwirtschaft vor und πach dem Kriege， Einzelschnften zur 








22) 市町村公営企業については， Hansmeyer. a ι 0.， S 90-99，参問。


























23) Ebenda， S. 77 
24) Ebenda. 
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自主権もまた大きな制約を受け，ライヒの直接統制へと道を聞いた。こうした
なかでの市町村の付加税権要求や独自財源開拓の試みに見られるような地方所
得税の要求は，市町村の自主財源への渇望と住民自治の要求の表われであっ
主こ。
そこで以上のような分析を踏まえ， 1-(提示した，財政高権をめぐるライ
ヒ・邦0)対抗関係と財政調整制度との関係という論点について改め亡考察して
みよう。 r財政調整」とし寸言葉は，ライヒと邦とにとって全く異なった意味
を持っていた。すなわちヲイヒにとっては，第一次犬戦がもたらした財政膨張
を維持し，統一国家ドイツを強力に構築Lていくための重要な手段であったの
IC対し邦側ほ，ライヒへの財源集中ほ戦後処理におけるライヒの財政的窮状
を考慮しての一時的なものであり，それらが回復し次第再び邦の高権は回復さ
れるとの幻想を抱いていた。しかし，邦にとって「最終的財政調整」を意味し
たところの直接税 財政高権の返還は，賠償問題や「社会化」政策を口突とし
たライヒへの立法・行政・司法上の財政権限集中や，行政事務・職員のライヒ
への大幅な移動によって， もはや邦には取り返しのつかないものとなってしま
った。ワイ 7 ーノレ期の財政調整は決して邦とライヒの対等な財政高権に基づい
た相互調整ではなく，邦担の財政高権要求がライヒによって懐柔され，取り込
まれることによって挫折していったことに見られるように，一方的・垂直的な
「調整」だったのである。このことは，邦が地域的な経済・社会的構造に基づ
く住民の意思を踏まえた行政事務を行なう可能性を阻害し，民主主義的地方自
治目構築を妨げたりであっ亡，かかるヲイマーノレ期財政調整の中央集権的性格
の本質的な限界がここに明らかになった。
また，こうした一連の過程の中で，分権化を望む諾邦の抵抗にも拘らずJ プ
ロイセ γのライヒへの妥協によコてライヒの排他的な財政高権が既成事実化し
てしまったという事実は興味深い。歴史的にライヒとの密接な係わりを持ち，
政策上のへゲニEァーを握ってきたプロイセンの中央集権志向的な性格とバイエ
ノレンの反ライヒ，反プロイセン的な連邦主義との対比がここに明確に現われて
同Cl42) 第141巻第2・3号
し、る。
また，以上のような邦財政高権喪失過程は同時に，市町村の財政自主権の喪
失過程でもあった。ワイマール期財政調整法制定において，最も重要な論点の
ひとつをなしたのは市町村の所得・法人税付加税権問題であった。結局，過重
負担を懸念する経済界等の反対にあって実現しなかったものの，付加税徴収権
問題において問題の核心をなしたのは，特定の財源の所有をめぐる闘争ではな
し自らの財政制度を自由に組織しようとする市町村の財政自主権要求であり，
zた広範な住民の公平な負担にもとづ〈参加を保障するための地方所得税要求
であった。
結局， ワイマーノレ期における財政調整制度は，第一次大戦後の経済的・社会
的危機を背景として，邦の財政高権及び市町村の財政自主権・財政的自治をラ
イヒが奪取する過程であった，という点においてまさに垂直的な関係だったの
である。しかしこれは必ずしも単純な，直線的な過程ではなし三者の激しい
対抗関係の中で，ライヒが後二者の自治要求を物質的条件で懐柔してい〈とい
う妥協的な過程であり，その結果，ライヒを中心とする中央集権的国家に道を
開いたものであったと言える。ワイマール期財政調整は，中央国家と地方団体
聞の財政高権をめ〈る闘争という政治経済的過程の中で成立したものであるが，
これは現代国家における財政調整の特質の一端をすぐれて示しているものと言
えよう。
(1986年7月22日脱稿〉
